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阪神大震災における既成組織 のボラ ンテ ィア活動
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1995年 の阪神大震災 に際 して、企業組織 、公益 団体、NGO団 体 とい う3系 統 の既成組織が、 どの よ

うな救援 ボラソテ ィア活動を展開 したかについて、当事者 に対す る聞き取 り調査を行 い、その概要 を整

理 した。 「ボラソテ ィア元年」の語に象徴 され るように、 日本社会においては、阪神大震災を契機 と し

て、は じめて、広範 なボラソテ ィア活動の興隆が起 こったかの如 き印象がある。 しか し、阪神大震災に

際 しては、震災以前から存続 している既成団体 もまた、災害救援 のために極めて重要な役割を果た した。

今回調査 した団体 は、いずれ も震災以前か ら活動を展開 してきた先駆 的な団体であ り、それ故に、災害

とい う緊急時に も、有効な活 動を展開 し得たといえ る。また、震災以前 から、 ボラソティア活動 の興隆

を導 く社会的な条件 が整いつつあった ことも見て取れ る。

はじめに

本稿では、1995年 の阪神大震災において展開 された、災害救援ボラソティア活動のうち、既

成組織によって遂行 された事例に関する、聞き取 り調査の記録を報告する。

本稿で言 う既成組織 とは、震災以前か ら存続 していた、企業組織、公益団体、NGO団 体等

を指す。阪神大震災においては、新規に活動を開始 したボラソティアが注 目を集めたが、既成

組織による救援活動 もまた、それに勝るとも劣 らぬ有効性、重要性を持つ。膨大な既成組織に

関 し、本稿では、 ごく少数の事例ではあるが、各団体当事者に対す る直接的な聞き取 り調査を

行い、救援活動の経過 と内実、及び、震災以前からの背景 と、震災がそれ ら既成組織に与えた

影響をまとめた。

本稿で報告するのは、企業組織4例(松 下電器産業労組、東芝姫路工場、花王、 コープこう

!ミ)、 公益団体2例(兵 庫県社会福祉協議会、(財)と よなか国際交流協会)、NGO団 体3
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例(朝 日ボラソテ ィア基地、大阪YMCA、 西宮友の会)の 、計9団 体である。

各団体の属性も、活動の様相 も多様ではあるが、震災以前から、 日本社会において、ボラソ

テ ィア活動への関心と、それを興隆させるための諸条件が整 っていたことを、各活動事例から

読み取ることができる。

ただ し、紙幅の関係により、本稿 は、事例の報告にのみ集中 している。本稿で報告 した事例

の詳細な検討、な らびに、理論的な考察 とその概念枠組みについては、八ツ塚一郎 ・矢守克也

「阪神大震災における既成組織のボラソティア活動一 日本社会とボラソティアの変容」(実 験

社会心理学研究第37巻 第2号,1997)を 参照されたい。同稿は、本稿で報告 した事例を基礎資

料 として作成 された ものである。本稿執筆にあたって参照 した各種資料 ・文献についても、同

稿に一覧を掲載 している。

1.松 下電器産業労組の事例(同 中央執行委員A氏)〔 括弧内は聴取対象者〕

震災直後からの経過

同労組は、震災以前から、障害者等の温泉旅行招待、緑化、工場周辺の清掃等の活動に精力

的に取 り組んでお り、ボラソティア活動に対 して、震災以前か ら一定の理解が得 られていたと

言える。ただ し、今回のような大規模災害に対する救援ボラソティアの経験はな く、かつ、当

初は、被災地からの情報が錯綜 ・混乱 していた ことも手伝 って、 「何を したらいいのか、正直

戸惑っていた」。 しか し、震災当 日か ら、全国の労組支部 より 「労組 として何 もしないのか」

との問い合わせが相次いだ。

当初、組合員有志が、行政側の物資供給基地 となっていた神戸市外国語大学で、物資の仕分

け、運搬作業にあたった。 しか し、3つ の理由から撤退を決意 した。①交通アクセスが悪 く、

作業時間が十分とれない。また、組合員から申し出が殺到 しているにもかかわらず、多人数を

動員できない。②同大周辺は被害が小 さかったため、同労組以外にも多 くのボラソティアを確

保 しえた。③全国から意気込んでやってきたボラソティアは、被災者 と直接接触せず、被災地

も見えない環境下での後方支援活動に、物足 りなさを感 じた(「 もっと困っているところ、我々

が役にたつところがあるはず」)。

2月 に入 り、偶然の出会いから、同労組は、神戸市立魚崎小学校を活動の場 とした。同避難

所の運営方針が、同労組のボラソティア派遣方針 と合致 したことで、両者は有機的な協力関係

を結んだ。両者は以下のことを確認 した。労組が派遣するボラソティアは、地域にとってはあ

くまで 「お客さん」であ り、ボラソティアが中核 となって避難所を運営することは被災者の反

発を招 くのみならず、その長期的な復興をも阻害す る。同時に労組側に も、地域の長期的な復

興過程において中核的な役割を担 うだけの体制はない。ただ し、労組、より一般には企業が も

つ、人的 ・物質的動員力は、避難所にとって大きな力となる。この結果、計画的に送 り込まれ

る 日替わ りのボラソテ ィアが、本部長の指示の下、言わば 「タスク ・フォース」と して、避難

所運営組織に協力する体制が、整備された。

ボラソティアに参加 した人々は、全国の労組支部か ら動員された、同社組合員である。支部

ごとに立てられた動員計画を執行部が調整 した。会社側 も同労組の活動を支援 し、ボラソティ

ア保険の掛け金を負担 した上、参加者の活動が1か 月未満の場合は通常勤務扱いに、それを超

える場合は、92年 度から導入 したボラソテ ィア休暇制度を利用 した。 『

ボラソティアは、同小学校において、救援物資の仕分け、搬送、炊 き出しといった業務は言

うに及ばず、地域全体の復興支援に もあたった。例えば、地域 内の独居老人の実態調査、巡回
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介護(ロ ー ラー作戦)、 店舗開店状況調査、 ミニコミ紙の製作などである。

ボラソティア派遣体制について も、同労組は、独 自のシステムを確立 し効果をあげた。長期

リーダー、3日 間 リーダー、当 日リーダーの3種 類の リー ダーを設定 し、このうち、長期 リー

ダー(数 人程度)は 、2週 間以上の期間にわたって、現地泊ま りで活動 した。避難所の対策本

部 との連絡調整役は、主 として この長期 リーダーが務めた。

その他に も、有力企業の労組であるがゆえに、人的動員力、企業からの経済的、制度的バ ッ

クア ップを背景として実現 した活動が多数存在する。例えば、被災後2カ 月後には、避難所の

子供たち、高齢者を対象として、バスツアーを企画。丹波篠山にある同労組保養 ・研修施設へ

彼 らを招待 し、入浴、 リクレーシ ョソを楽 しんで もらった。また、同社の事業その ものも、専

門的な技術(電 気配線、物資の在庫管理など)、 各種装備(ワ ープロ、無線機、布団乾燥機、

洗濯機など提供)の 形で、避難所運営に貢献 した。

震災後の経過

同労組は、直接的には、避難所運営を地元の人々に移管 した4月30日 に完全撤退する。 しか

し、組織的な関係が終結 したのちも、個人 レベルでの関係が継続 している。例えば、何人かの

組合員は、他のNGO組 織などを介 して、被災地での活動を継続 している。

また他方で、単発的にではあるが、労組 と地域、あるいは、労組 と学校との協力関係が、震

災ボラソティアを契機に、新たに開始 されている。言い換えれば、従来の、生産、(地 域)自

治、教育といった機能分担の枠を超えた組織体間の連携が模索 され始めている。い くつかの事

例を列挙 しておけば、5月 に避難所で催されたカラオケ大会、7月 に開かれた地区の祭 「甲南

地区祭 り」に、労組か ら人員や機器が提供 されている。図書室再開時には、図書整理のボラソ

ティアが小学校を訪れている。さらに、9月 には、魚崎地区の子供会のキャンプのために、同

労組が再び施設を提供。また、魚崎小学校では、3月 に 「手作 り乾電池教室」(正 規の授業と

して)を 実施 し、同社の社員が講師を務めた。

2.花 王の事例(同 生活科学研究所B氏)

震災以前には、 「正直なところ、ボラソティアは個人が趣味で行 うもの」 との見方が支配的

であった。この点は、震災時のボラソティア活動に対 して も大きな影響を及ぼ してお り、同社

の主たる支援活動は物資提供であって、人の派遣は小規模である。 このように、未曾有の災害

に際 し、試行錯誤で救援ボラソティアに取 り組んだ事例が、企業体 としては一般的であったと

考えられる。なお、企業による物資支援は、表だって報道 されることは少ないが、多 くのボラ

ソティアの活動を支える重要な要因であったことは言うまでもない。

同社の対応は、社員への対応、販売店への対応、消費者(顧 客)へ の対応、被災者への対応、

の4つ から構成 される。社員については、地震当日から安否確認、被害状況の把握に努め、2

日後からは、 自宅が全壊、半壊となった社員に対 して、寮、住宅、救援物資、義援金を提供 し

た。また、販売店に対 しても、社員 と同様の支援を1月 中に完了 している。

消費者に対 しては、地震当 日より、各地の消費者相談窓 口で対応を開始 した。同社が衛生用

品、清掃用品を扱っているため、品物を送ってほ しい、使用法を教えてほしい(被 災地内から)、

救援物資 として送 るため入手方法が知 りたい等の相談が、数多 く寄せ られた。 これ らの要望に

対 して、一部については、自前の 「オー トバイ便」などで直接対応 した。

被災者への対応については、震災翌 日に救援物資の送付を社 内決定 した。内容は、赤ちゃん

用、大人用の紙おむつ、生理用品等であった。また、震災後約1週 間は、大阪府、近畿通産局、
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兵庫県薬務課など、官公庁か らの出荷依頼が相次いだ。総計で、赤ちゃん用おむつ、生理用品、

洗剤、石鹸など、7万 人分を出荷 した。また、到着 した物資のパ ッケージや、マスメディアを

見た被災者が、一層の援助を求めてくることも多かった。

以上が、物質的支援の大略である。B氏 によれば、2月 初旬までは、 「社内対応、および、

官公庁に対する物資出荷に追われて」お り、人の派遣は2月12日 から開始された。具体的には、

西宮市役所対策本部を窓口とし、被災地を巡回して被害状況を調査する活動に、2人 一組 となっ

たボラソテ ィアが従事 した。派遣 したのは、3月 末までの平 日であった。ボラソティアは、社

員から掲示板等を通 して募集 し、合計146人 が参加 した。業務の一環と して処遇 したが、ボラ

ソティア休暇等の制度がないため、大がか りな派遣は困難であった。

震災後、震災対策本部を発展 させた震災プロジェク トを設置 し、防災訓練実施の他、ボラソ

ティア派遣のあ り方、ボラソティア休暇制度の整備を、社内で検討することとなった。

3.東 芝姫路工場 の事例(同 工場地域セ ンターC氏 、D氏 、E氏)

震災直後からの経過

東芝姫路工場は、1943年 に創設 され、ブラウソ管、液 晶モジュールなど、電子部品を生産 し

ている。従業員数約3,100人 、姫路市の市街地を離れた内陸部に位置 し、震災の直接的な被害

はなかった。

被災直後、姫路工場では、救援物資の運搬を行った。工場には直ちに救援物資が集まった。

しか し、道路が使えないことがわかったため、安全等を考え、 トラックやバイクによる輸送は

断念 した。釣 り好きの発案によゆ、海上 タクシーをチャーター し、 ポー トアイラソ ドへ3日 間

で3往 復、1日 あた り600食 のおにぎ り、水や毛布、簡易 トイレなどを運んだ。

その後、以前か ら関係のあった、知的障害者の作業施設 「まほろば」か ら、神戸大学避難所

での炊き出 し活動への協力要請を受ける。1月22日 、担当者が神戸大学を訪れ、社員の安全が

確保できることを確認 し、翌23日 から活動を開始 した。1日 あた り1,000人 分の調理済み食材

をもって、毎 日10人前後の人員がバスで神戸大学を訪れた。 レクリエーシ ョソリーダーの有資

格者や、毎 日通ったバス運転者などが、作業の流れを把握 し指示を出 した。参加希望者が殺到

したが、 「物見遊山でもないし士気 も下がる」ので、人員の数は絞 り込んだ。当座の緊急的状

況を乗 り越えることが重要であ り、また資金の問題 もあるため、当初か ら活動期限を2週 間 と

限定 し、2月9日 まで活動 した。

姫路工場の特色一地域交流の経験

姫路工場の事例で特徴的なのは、工場周辺地域 との交流が、長年にわた って継続 されていた

点である。姫路工場独自の 「地域セソター」が総務部に置かれ、工場を舞台とする行事、従業

員によるボラソティア活動、婦人会など地域住民 との関係維持、などの活動が行われている。

市街地内の住宅地に隣…接 して工場が立地 していることか ら生 じる、地域問題への対策、住民対

策という側面も、そのルーツとして指摘できよう。 しか し、その後の地域交流活動の展開、す

なわち、物、金、人という経営資源をできるだけ提供 し、地域との共生をはかるとい う姿勢は、

結果として、 「企業の社会貢献の推進」 とい う昨今の風潮を先取 りす るものとなった。それは

さらに、震災時における柔軟な活動をも可能にした。 ご

同工場では、近隣住民など延べ8万 人が参加す る 「東芝姫路祭 り」のほか、球技大会、盆踊

り大会、近隣小中学校を対象とする発明コソクールなど、各種イベソ トを定期的に実施 してい

る。また、従業員によるボラソティア活動として、地域の子供たちの一泊研修 キャソプ実施、
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従業員によるレクリエー ショソリーダー資格の取得などの活動がなされてお り、こうした経験

は、震災時の炊き出 しなどで活か されることとなった。

イソタビューでは、 「フィラソソロピーという言葉が流行 っているけれども、昔からやって

いることでいいのだなと思 っている」 という発言が聞かれた。また、以前と比べて活動 しやす

くなったという実感があり、時代が変わ りつつあるのを感 じる、という。

4.コ ー プこ うべの事例(同 生協研究機構F氏)

震災直後の対応の経過

コープこうべは、組合員約119万 人、出資金約347億 円、流通業者 としては、全国上位20位 の

供給高(売 上高)を もつ(約3,400億 円)。 その一方、地域住民の福祉 向上を理念 とし、高齢

者等への生活支援、環境保護運動など、幅広い活動を行ってお り、ボラソティアや地域活動の

有力拠点でもある。

震災により、本部ビル全壊の他、ほとんど全ての事業所が被災、商品の損失、ホス トコソピュー

ターの損壊など、流通会社 としての機能にも深刻な打撃を受けた。

しか し、被災当日、17日 午前の うちには第1回 の緊急対策会議iが開かれ、倒壊 した本部近 く

に緊急対策本部を設置 した。 「組合員と市民のために、必要なこと、できることか ら行動する

こと」を決定 し、店舗を開いて物資を供給することを、最優先事項 とした。

もっとも、実際に各店舗を開業 したのは、それぞれの現場の責任者の判断によるところが大

きかった。電話 も一切不通のため、本部か らは、バイクや 自転車をかき集めて、 「とにか く店

を開け」 との指示を出すのが精一杯であった。それす らも、その 日のうちにすべての伝令が帰

り着けないほどの混乱状況であったという。

店長ほか職員は、 「組合員のためにどうしたら一番喜ばれるか」 という日常のモッ トーの通

り、開店を最優先 し、その結果、被災当 日から、155店 舗中97店 舗が店を開いた。店 の前にテ

ソ トを設けて営業するなどの例も少なか らずあ り、被災か ら3日 後には、ほとんどの店舗が営

業を再開 した。当座は、店舗の在庫のみを供給 し、夜間に配送を行った。

共同購入については、 コソピューター損壊により、受注、発注 もできなくなったため、在庫

を トラックに積んで巡回した。被災から2、3日 の間は、各地区ごとに、担当者が、おにぎり

の炊き出し、安否確認、電池やティッシュなど緊急物資の配給、などを行 った。1月21日 以降、

訪問組合員を全戸訪問 し、24日 か ら、限定 された品目で受注を開始 した。

ボランテ ィアの経過

コープこうべでは、震災以前か ら、組合員同士の助け合いとい う形式による、ボラソティア

活動の蓄積があった。 これらの活動を基盤 として、被災直後からただちに、ボラソティアによ

る救援活動が開始 された。震災以前から行われていた活動は以下の3種 である。

「コープ暮 らしの助け合いの会」は、有償での家事援助活動である。事前に登録 している組

合員の主婦を生協が仲介 し、老人、障害者、妊婦宅などでの家事を行う。1995年 末現在、奉仕

登録が744人 、奉仕を受けている人が489人 である。

「コープふれあい食事の会」は、食事を通 して高齢者 と交流するという活動である。月に1

回、生協店舗の集会室に組合員 とお年寄 りが集まって、実費500円 で昼食を作 り、食事を共に

し、ゲームなどを している。

また、福祉施設や病院での手伝い、点訳などをは じめ、各種文化活動やスポー ツなど、組合

員のサークノk活動が活発に行われてきた。 これ らのサー クル活動は、組合員による自主的な運
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営に完全に任されている。

こういった震災以前からの活動の蓄積は、震災 という緊急事態において、安否確認、炊き出

し等々、組合員の 自発的な救援活動へ とつながっていった。

こういった動きを受け、 コープこうべ側 も、ボラソティアの需要 と供給をとりまとめ有効に

活用すること、さらにこれらの動きを永続化することを目指 し、積極的な機構の改革を行 った。

1月26日 、救援活動に参加 したいという、多 くの組合員から寄せ られた声に応 える形で 「ボラ

ソティア支援窓 口」が設置 される。2月3日 には、 「コープボラソテ ィア本部」が、業務体制

の一一つに組み込まれる。これは、ボラソテ ィアの登録窓 口、各種ボラソティアのネ ットワーク

化の拠点 となることを 目指 したものであった。

さらに、コープこうべの8つ の支部 ごとに 「コープボラソティアセソター」が設置され、2

月24日 以降、本格的な活動を開始 してい く。各地域がそれぞれ主導権を握 って、ボラソティァ

を登録、コーディネー トしてい くという方針が明確に打ち出され、活動 自体 も、緊急救援的な

ものから、仮設住宅訪問など、地域福祉を主眼 とする長期的なものへと移行 して現在に至って

いる。 コープボラソテ ィアセソターは、組合員以外の一般のボランテ ィア希望者 も受け入れ、

登録 している。それまで組合員のみに限られていたボラソティア活動は、震災を契機 として、

組合や地域の枠を越える活動へと変貌 しつつある。さらに 「ボラソティア基金」の設置、ボラ

ソティアセソターへの福祉活動の集中、ボラソテ ィアを動員 しての地域老人給食サービスの開

始など、ボラソティアそのものを生協の事業の重要な軸に位置づけていく、一連の動きが始まっ

ている。

他団体との関係

震災において、コープこうべとの連携や支援協力体制がみ られた例として、以下の2つ を挙

げることができる。

第1は 生協同士のネットワークである。 コープこうべには、震災以降3月15日 までに、全国

の約100の 生協から、延べ1万 人に達する職員が応援二に訪れた。 これら各地の生協職員は、1

週間程度ずつの交代で被災各地の店舗に泊まり込み、活動 した。 これ らはみな、各地の生協か

らの自発的な応援であ り、生協職員による支援は、店舗復 旧のために非常に有効であったとい

う。また、被災後2日 目からは 日本生協連合会が、各地の生協からの支援や募金などの取 りま

とめ窓 口の役割を果た した。

数多くの生協から支援が集まった理 由としては、数年前か ら、コープこうべが、全国の生協

の研修生を受け入れていたこともあげられる。1、2年 の単位で神戸に滞在 し、土地鑑 もある

人々が、各地の生協か ら、率先 して救援に訪れた。 「こうい う日頃か らの経緯があったか らこ

そ、かくも多 くの人が訪れて くれたのではないか」という。

第2は 行政との関係、なかんず く行政側との緊急物資調達協定である。 この協定は、2度 の

石油 ショックの後、1980年 に神戸市、93年 に尼崎市と結ばれた ものであり、緊急時には物資を

組合員以外にも供給 し、物価高騰やパニ ックを防止することを取 り決めている。 もともと災害

を想定 しての ものではなく、また物資を配送す ることも考えられてはいなかったが、この協定

が被災に際 して役立った。

協定に基づき、被災当日には職員を神戸市役所に派遣、配送セソターと連絡を取 って物資を

輸送 した。最終的には被災地全域に対応 し、物資の半数ほどは無料で提供 している。被災から

4、5日 経過 し状況が落ち着いて以降は、原価での提供 とした。

この協定はその後注 目を集め、各地で同様の協定が結ばれつつある。 もっとも、協定として

細かく定め られた物資の品目 ・数量は、被災地では、実際には役立たなかった。 したがって、
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今後は、緊急時には物資の支援を行 うとい う取 り決めだけを交わ し、柔軟に状況を判断 して対

処するという形式が望ましいのではないかという意見が聞かれた。

5.兵 庫県社会福祉協議会の事例(同 ボランティアセンターG氏 、H氏 、社

会福祉情報センター1氏)

阪神大震災と社協

社会福祉協議会の設立 は、厚生省に対す るGHQの 提案にまで遡 る。その業務 ・事業は、

「時代時代の福祉課題(社 会問題)の 解決」である。設立当初は、公衆衛生、環境美化など、

最近では、社会の高齢化に対応 して在宅福祉サービスなどがメイソの事業にあ りつつある。

社協は、昭和26年 に制定 された社会福祉事業法に基づき社会福祉法人の認可を得ている、

「住民主体」を原則 とする民間団体である。ただ し、その性質上、地方官公庁との結びつきが

強いことも事実である。

阪神大震災では、被災地である神戸市の神戸市社協と兵庫県社協が、対応の中心 となった。

震災に関わる社協の取 りくみについては、 「全国組織であることを活か した」と評価する声が

ある一方で、 「活動の立ち上が り、柔軟性に課題が残る」 とする見解 もある。た しかに、震災

直後は、社協の職員、施設、さらに母体 となる行政機関が被災 したことから、社協の活動は、

い くつかのボラソテ ィア団体、NGO団 体に比べて立 ち遅れた。 しかし一方で、兵庫県社協が

確立 した 「ブロック支援体制」、仮設住宅支援のための 「ふれあいセソター」などには、社協

の組織力、専門性がいかんなく発揮されている。また、神戸市社協の傘下にある区社協には、

震災をきっかけとして 「ボラソテ ィアセソター」が設置 され、民間の個人 ボラソティアを統轄

する重要な役割を果た した。

「ブロック支援体制」とは、支援にあたる被災地外の社協が、 「コーディネイター(人)、

モノ、サービス」を、タイア ップした被災地の社協を通 じて被災者に提供す る仕組みである。

例えば、芦屋社協には、加古川社協が窓 口となって東播磨ブロック南部の社協が支援にあたる。

また、老人介護を日常の主要な活動と している社協は、移動入浴車を被災地に投入 し入浴サー

ビスを実施する。被災地外の提携組織 と被災地内の団体(支 部)が 連携を組む体制は、全国的

な組織をもつ企業ボラソティアでもしば しば見 られた形態である。

「ふれあいセソター」は、地域により形態は若干異なるものの、大規模な仮設住宅建設地域

に作 られた集会所である。仮設住宅で結成された自治会の拠点、行政相談の窓 口、入居者の憩

いの場と して機能 している。 こうした拠点づ くりの必要性は認識 されていたものの、中小のボ

ラソティア団体ではなかなか実現できないことが多い。 この点で、行政組織 との連携の下、こ

れを実現 させた社協の力は評価 されて しかるべ きであろう。

また、神戸市の各区役所には、神戸市社協、各区社協の尽力で、新たに 「ボラソテ ィアセソ

ター」が設置された。これは震災直後、ボラソティア希望者が役所に殺到 したにもかかわらず、

コーディネイ トを十分に行えなかった経験を踏まえて設立されたものである。設置 された時期

も経緯も区によって異な り、早いところでは3月 中、遅いところで も6月 には設置 されている。

い くつかのセソターには、各地域で一般のボラソティアとして中心的な役割を担 った若者が、

そのまま(臨 時)職 員として採用されているケースもあ り、従来の社協の慣行にはない実践を

見据えた人事配置がなされている点は重要であろう。

社協とボランテ ィア団体の連携へ向けて

G氏 によれば、 「社協はパテみたいなもの」である。 「ふだん、行政機関はいろいろな分野
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で住民サービスを展開 している。 しか し、福祉の領域を中心 として、行政だけでは対応 しきれ

ない部分(隙 間)が 必ず出て くる。それをカバーするのが社協の役割だ」。今回の震災では、

行政が大 きな打撃を受けたため、住民との距離が大きく開いて しまった。それに巻き込まれる

形で、両者の仲介を果たす社協 も、少な くとも初期の対応には立ち遅れた(隙 間が広が りすぎ、

パテでは修繕できなかった)、 というのがG氏 の理解である。

社協に対する評価、批判のいずれ も、ある程度の真実を含んでいる。行政機関と太いパイプ

をもつ社協に一 日の長が認 められる部分、逆に、純粋 な民間団体 としての各種NGOが その能

力を発揮できる部分、双方が存在する。また、阪神大震災のような大規模災害の場合、その対

応は月あるいは年単位の長期にわたる。 したがって、それぞれの長所短所を生か して、時期別

に分業体制を敷 くことが必要となる。

相互協調体制の確立へ向けて、社協その ものが、震災を教訓 として大 きく変わ りつつあるこ

とは注 目される。特に、これまで必ず しも密な関係になかったNGO団 体、ボラソテ ィア団体

との連携が積極的に模索 され、そのための事業の一部はすでに実行に移 されている。

例えば、95年6月 に同協議会が主催 した 「ボラソテ ィア ・フォーラム」は、有力NGO団 体

との関係を構築す る契機となった。また、震災後、県社協が一般ボランティアの窓口と して設

置 した 「学生ボラソティアセソター」(8月 ～9月)の 事業を通 して得 られた成果の一つは、

社協と一般のボラソティア団体が コネクシ ョソをもてたことだとG氏 は語っている。他方、県

社協情報セソターでは、近隣のさまざまなボラソティア情報を交流 させ るコソピュー タネ ット

ワー クを作 る構想 も持ち上がっている。

このような、ボラソティアの供給側 と需要側を結びつける機能は、従来か ら社協が担 ってき

た。 しか し、不特定多数のボラソティアを受け入れる体制は整 っていなかった。社協がこれま

で把握 していたボラソテ ィア団体は、比較的小規模で、 しか も、特定のテーマ(点 字サークル、

地域の寝たきり老人の介護など)を め ぐって地道に活動を続ける団体が中心だった。一方、不

特定多数のボラソティアの窓 口は、大 きなNGO団 体に委ねていた。

この点で印象的なのが、ボラソティア ・コーディネイ トの方針転換である。従来は、既成の

ボラソティア団体に登録 してもらい、セソターを訪れたボラソテ ィア希望者にそれを紹介する

という、言わば 「待ちの姿勢」が残 っていた。 しか し、震災後は、セソター自らが、イベソ ト、

ボラソティア体験 ・研修会を企画するようになった。

人事面でも新たな動きがある。先に触れたように区社協に設けられたボラソテ ィアセンター

には、一般のボラソティア ・リー ダーが職員 として採用 されている。震災時、県社協に本部を

間借 りした朝 日ボラソティア基地の リーダーH氏 が、県社協の正式職員 となるなど、同協会の

ボラソティアセソターでは職員数が一挙に倍増 した。

6.(財)と よなか国際交流協会の事例(同 事業課長J氏)

とよなか国際交流協会の概要

同社協は、1993年 、地域の国際化を 目指 して開所 した豊中市の外郭団体である。この種の国

際交流団体が存在す るのは、全国の約3,300の 自治体のうち300程 度、大阪府下では、大阪府等

を初め、8つ だけである。同協会は、正職員4人(95年4月)と 、決 して大規模ではないが、

「全国的に見て、特に活動が活発との印象がある協会の一つ」であるという。

こうした協会では、職員の多 くが市からの出向者で占められ、それが行政機関との連携に効

力を発揮す ると同時に、活動の独 自性 ・柔軟性を阻害する原因にもなっている。 しか し、同協
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会では、事業の内容は、事業課長であるJ氏 に任 されている。J氏 は94年2月 より同協会入 り

し、それ以前は、アムネスティに10年 間勤務 した実績を もち、現在 も、いくつかのボランティ

ア団体、NGO団 体の要職を兼務 しているNGO畑 の出身者である。

日常の事業は、3つ に大別される。第1は 外国人(在 日韓国朝鮮人や新規訪 日(在 日)者)

への支i援である。具体的には、日本語講座の開催、各国の郷土料理の会を通 した交流の促進、

ホームステイ先の斡旋などである。第2は 、人権教育、人権啓蒙活動である。 この点が、同協

会の犬きな特徴である。 ヒれは母体 となる豊中市の市政方針 とも関連 している。第3は 、国際

協力だが、 これは 「緒についたばか り」 とのことである。

こうした活動を支える組織体制上の特徴は、 「行政、一般 ボラソティア(一 般市民)と 、そ

の間に立っプロパー(協 会)と の3者 関係がうまく機能 している」(J氏)点 である。 とりわ

け、 「国際ネッ トワー クとよなか」 と呼ばれる16の ボラソティア団体の連合体が、活動の中核

として活躍 している。 これらは、ほとんどがボラソティアによる任意団体であるが、主 として

主婦層、学生層に支えられて、従来から活発な活動を展開 してきた。大阪大学、大阪外国語大

学等、外国人留学生が多い地域性 も反映 している。

震災時の対応の経過

同協会は、当初、1月21日 に大規模な国際交流イベソ トを企画 していた。また、同協会が位

置する豊中市は、さほどの被害ではなかったように思えた。 これらのことか ら、 「当初は様子

見の感 じだった」。 しか し、イベソ トの中止を正式決定、そのための残務処理を2日 で終えた

19日 からは、先の16団 体を中心に、 「われわれも何か しな くては」との思いを胸に したボラソ

ティアたちが、拠点である協会ビルに集合 してきた。

それを受けて、20日 に、 「兵庫県南部地震外国人被災民救援活動実行委員会とよなか」を旗

揚げ、 この 日一 日をかけて、協会としての支援方針を決定 した。この際のキー ・パー ソソは、

J氏 と同委員会委員長に就任 したL氏(16団 体の一つ 「国際交流の会とよなか」代表)で ある。

決定 した方針は、 「日常の活動経験を生か して、被災地の外国人に的を絞 って救援を しよう」

であった。 「この決定 内容は、自分たち自身が被災地の真ん中にいたとすれば、あるいは、豊

中市そのものが大きな被害を受けていたことを承知 していれば、変わっていたか もしれない。

つま り、自分たちは、被災地からは距離があるということを踏まえて、上のような特化 した救

援 目標を立てた」 とのことである。

具体的には、被災 した外国人の下宿先(住 居)の 斡旋が主要なボラソティア活動であった。

しか し、さまざまな言語の案内チラシを作成するだけで も多大な労力を要 した。 この点は、

「日常の協会活動の反省点で もある」。普段の活動が多 くのイベソ トに追われ、そのほとんど

が結局 日本語、せいぜい英語を中心とした運営になる。イベソ トの数を半分に してでも、多言

語化のための体制を整えたいとのことである。 さらに、被災地内に、かつ、長期にわたって借

用できる部屋(住 居)を 確保すること自体が非常に困難でもあった。 日常の活動でぶつかる問

題 と同様、いったん決定に至った斡旋話が、入居者の国籍を聞いたとたんにご破算になるケー

スもあったという。 しか し一方で、自費で自宅を改造 し、入居者用の小部屋を確保 して くれた

人 もあった。

こうした震災時の活動を支えたのは、3つ のボラソティア層であった。第1は 、協会 スタッ

フ、および、上述の16団 体の活動を通 して従来か ら同協会の国際交流ボラソテ ィアに取 り組ん

できた人々である。主婦中心で、 「良 くも悪 くもアマチュア リズム」がその活動を支える。計

画性がない、伝達性が乏 しいといった欠点も目につ く一方で、とにか く熱心で、長年の経験か

ら、 「ね じ込むところ、引 くところ、心得ている。」第2は 、震災時に新規に駆けつけて くれ
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た市民ボラソティアで、20～30代 が中心である。第3は 、伝統的な地域社会型のボラソティア

である。同協会 ビルの1階 が地域の集会所になっていることか ら、ここを拠点としたPTA、

町内会、ロータリークラブ、ガールスカウ トなどからの動員があった。ただ し、活動の主体は、

あくまで16団 体が中心であった。これは、活動の特殊性に起因するところ大である。すなわち、

外国人を対象とした支援は、 コミュニケー ショソ上の制約等、誰にで もす ぐにできるとい う種

類のことではない。実際、活動の主力となったのは、国際結婚 している人、(東 南アジアか ら

の)難 民、留学生などで、ふだんから16団 体で活動 している人々であった。多言語、多文化

での救援活動は、 日常の活動(経 験)が ないと不可能 とのことである。

同協会そのものは、神戸市をはじめ被災地の中心からは、距離的に離れていた。そこで、 日

常の活動を通 して協力関係 にあるYMCA、YWCA、 震災後発足 したNGOの 連合体(NGO連

絡会議)な どを通 して、活動をPRし た。ただ し、そうしたルー トを介さずとも、ロコミ、マ

スコミだけで、処理量を超えるほどの照会があった。この点、い くつかのNGO団 体関係者の

言を総合すれば、NGO団 体の中では、既に 「業界地図」がで きあがってお り、例えば、 「外

国人については、とよなかの国際交流協会に」などという流れが成立 しているらしい。 こうし

たネ ットワークは、殊更に連携図、組織図で明示されているわけではないが、大きな実効性を

有 している。また、協力関係が明文化 されていないが故に、責任転嫁の必要 もな く柔軟な対応

が可能であり、この点が震災時には功を奏 したのであろう。ただ し、業界地図には対立、競争

関係 も描きこまれてお り、 「あの人(団 体)に は協力で きない」などとNGO関 係者が 口にす

るのを耳に したの も事実である。

震災後の経過

同協会の震災関連の活動は、4月 上旬で終息 した。その後は、斡旋、提供 した住宅について、

若干の フォローアップを行 うとともに、全国の国際交流協会か ら寄せられた(使 途決定を委託

された)募 金の配分などを実施 した。

さらに重要な点は、既成の 「第3セ クター団体」として一定の実績をあげていた同協会その

ものが、震災時の活動を教訓 として、組織改革、活動の見直 しに着手 している点である。同協

会は、災害を通 して、ボラソテ ィアに関する日常の教育活動、 トレーニソグの重要性を実感 し

たとい う。J氏 は 「研修なくして、ボラソティアな し」 「これか らは、ボラソティアも選び、

選ばれる時代」とも語っている。協会では、災害以前にも、ボランテ ィアの登録制をとってい

たが(400人)、 これは災害時にはそれほどうまく機能 しなかった。その主たる原因を、J氏

らは トレーニソグの不足にもとめている。そ こで、震災後、ボラソテ ィア研修会を新たに開始

している。

いずれにせよ、今後、 「国際交流のための コアセソター(フ ルタイムの専従職員がいる)と

して機能 していくのが同協会の 目標」 とのことである。同協会は、行政の外郭団体 として、行

政とのつなが りを確保する一方で、独立 した人格をもつ法人としての独 自性、柔軟性をも発揮

し、官 と民の間を繋 ぐ役割を担っていこうとしている。

7.朝 日ボランティア基地の事例(同 基地 「みんなで遊び隊」隊長H氏)

朝 日ボラソティア基地は、朝 日新聞大阪厚生文化事業団が中核 となった震災ボラソテ ィア団

体である。巨大新聞社を背景にもつ同団体は、一面では企業ボラソティアであるが、他面では、

震災以前から、産官民の狭間で種々の文化事業(講 演会の開催など)、 ボラソティア活動(子

どもキャソプなど)を 推進 してきた既成NGO団 体 と見ることもできる。企業、個人か ら寄せ
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られていた多額の寄付金(震 災後半年間で約3億 円)、 豊富な人的 ・物質的資源を有効利用 し

えた点が、彼らの大きな特徴である。 これらの資金は、同基地の活動のための直接経費、H氏

ら専従のスタッフの生活費のほか、行政による支援体制からは漏れがちな無認可福祉施設の復

興資金(仮 設作業所の建設など)に 充てられた。

厚生文化事業団は、西部事業団、大阪事業団、中京事業団、東京事業団の4つ の事業団をも

つ巨大な組織であり、さらにその上部に朝 日新聞社本体が存在 し、最終的な意思決定は大阪、

東京の社長が行 う。ただ し、同基地は、直接的には大阪事業団の活動であ り、その中心人物は、

事業課長のM氏 である。同基地は、1月24日 に立ち上が り、H氏 をはじめ、NGO、 ボラソティ

ア業界か ら活動の経験者を中心メソバーとして迎え、 さらに、親会社のPR力 をフルに活用 し

て一般の新規 ボラソテ ィアをもその傘下に組み込んだ。

注 目すべきは、大量の援助物資の仕分け、搬送や、 「みんなで遊び隊」等の独 自活動に、ボ

ラソティア初心者を迎える場合の組織化の形態である。同基地は、その本拠を大阪市の厚生文

化事業団に据え、前線の活動拠点を、神戸市中央区と西宮市に置いた。その上で、新聞上のP

Rに 応 じて参集 したボラソティア初心者を、直接被災地に送 り込むのではな く、いったん本拠

地に集結 し、活動の説明、講習、 トレーニングを実施、その後前線に派遣 した。本災害では、

ボラソティア初心者の洪水、コーディネイターの不足がつとに指摘されている。 この点、同基

地は豊富な経験者を後方支援拠点での トレーナー、前線での リーダーに配置することで巧みな

運営を している。

H氏 が 「みんなで遊び隊」の リーダーとして所属 した神戸側の拠点は、兵庫県社会福祉協議

会が入る建物の一隅を間借 りした ものであった。H氏 は、 このときの交流を機に震災後、県社

協の正式職員となる(社 会福祉協議会 の項を参照)。H氏 自身も当初、自らが リーダーを努め

るボラソテ ィア団体を中心に独自の救援活動を実施 していた。rそ れ らが一段落 して、 さて次

にどのような活動を」と思いめ ぐらせていた折に、M氏 か ら、朝 日ボラソティア基地への、中

核 メソバーとしての参加を打診された。H氏 は、受諾の条件 として、1円 以上の金を 自分に払

うこと、生命保険を掛けることの2点 を要求 した。 「自分 としても、さまざまな有償ボラソティ

アの予定をすべてキャンセルして臨まざるをえない。それに代わる財政的見通 しがたたないと、

本腰を入れて震災ボラソティアに関われる自信がなかった」 と、H氏 は回想 している。

注 目に値するのは、同基地に億単位の寄付金が寄せられた事実と、それ らの資金が、H氏 の

ようなべテラソのボラソティアの活動資金に充当さた事実である。 日本においても、生産共同

体 としての企業から、賃労働に対す る給与が消費共同体としての家庭に向かって流れるという

構図が、着実に変容 しつつあることが、 この事実にも反映 されている。

H氏 は、震災1週 間後の1月24日 、朝 日ボラソテ ィア基地に入 った。その とき、M氏 は、

「こういうときだか ら楽 しくいいことを しよう。眉間にしわを寄せて助けにやって参 りました、

という態度はやめよう」 とH氏 に語 った。震災直後の混乱の中、他の救援団体が物質的な支援

だけで精一杯であった この時期に、同基地は、早 くも 「お年寄 りと話 し隊」 「みんなで遊び隊」

など、精神面のケアを志向 したい くつかの部隊を結成 し、広範な活動を開始す る。H氏 は、

「みんなで遊び隊」の隊長 とな り、同時に、全体の統括者であるM氏 の補佐的役割を果た した。

同基地 には、震災前からさまざまな団体でボラソテ ィア活動に取 り組んできた 「強者」が参集

してお り、多くの新 しい交流、協力関係がそこに生まれた。活動の方針をめぐる葛藤 もたびた

び生 じたが、いったん方針が決まれば、ベテラソボラソティアの集団として、阿咋の呼吸で各々

の役割を果たすことができた という。

「みんなで遊び隊」の具体的活動は、被災 した子どもたちの遊び相手にな り、また悩みの相
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談に応 じることである。併せて、各種のイベソ トを も企画 した。例えば、3月19日 には、 「朝

日こども広場」を開催 し、1,000人 を超える子 どもたちが集まった。ふだん遊んでいる公園や

遊園地を奪われ、避難所や仮設住宅で 「大人 しくする」 ことを求められている子 どもたちに、

心か ら楽 しめる空間を提供 したかったのだという。 これらの活動の しめくくりとなったのが、

3月 に企画された王子動物園無料開放で、動物舎の広場を借 り切 って、同基地のスタッフ、ボ

ラソティアたちが、3日 間総出で子 どもたちの相手をした。

西宮の基地は3月 には終結 したが、神戸では、その後 も 「遊び隊」の活動は、非公式に継続

する。震災後、新たな交流が生まれたケースも多い。一度に多 くの人々を相手にす る災害ボラ

ソティアにおいても、このような 「プライベー トな関係をあとにして残 してい くことが重要だ」

というのがH氏 の信条である。現在、県社会福祉協議会に勤務するH氏 は、社協 として も、

「一・人一人の関係から、家族へ、地域へと広がるような活動を目指 したい。初めから、天下 り

的に何かをやるというのではな くて」 と、その抱負を語 って くれた。

8.大 阪YMCAの 事 例(同 主 任N氏)

震災直後からの経過

震災当 日の午後5時 には、緊急対策会議が開かれ、大阪YMCAと して何 らかの行動を起 こ

すということは、ただちに決定 された。具体的な活動は、以下の2方 面で展開された。

第1は 、各地YMCA間 の連携である。全国組織である 日本YMCA同 盟 と連絡 し、人員や物

資、資金等をとりまとめ配分 した。被災地以西YMCAか らの救援活 動は、西神戸YMCA(長

田区)を 拠点 とし、被災地以東のYMCAか らの救援活動は、大阪YMCA、 西宮YMCAを 拠点

とした。これ ら各拠点には、国内外のYMCAか らスタッフが応援に駆けつけ、種々の活動の

リーダーとなって活躍 した。

救援活動では、従来か らの地域との関係が、活動の成否に大きく関わったとい う。例えば、

西神戸、西宮では、拠点となる施設があ り、また日頃か ら、婦人会、老人会、子供会などと密

着 して地域活動を行 ってきた。このような蓄積や条件が整 っていた地域では、緊急時で も、地

域 と連携 しての救援活動を十分に展開できたとのことである。

第2は 、他団体 との連i携で、 「阪神淡路大震災被災者を応援する市民の会(応 援す る市民の

会)」 を通 しての活動である。被災直後、大阪ボラソティア協会、地域調査研究所など数団体

と連携 して結成された市民の会は、経団連加盟の企業か らも資金、物資などの援助を得て、活

動を開始 した。市民の会の拠点は西宮、芦屋、東灘に置かれ、これらの拠点に被災地外部か ら

のボラソティアが集結、ここで得た情報をもとに被災各地での活動へと乗 り出 していくことに

なる。市民の会の活動は、5月14日 に収束するまでの間、のべ2万4千 人の参加を得ている。

YMCAや 市民の会に集まった人々は、いずれもボラソテ ィアは生まれて初めて とい う人々

が大多数で、その多 くはいわゆる 「指示待 ち族」であった ともい う。そのため、現地では、 こ

れらの人々を的確に配分 し監督できるコーデ ィネーターの不足が深刻な問題 となった。当初、

日本青年奉仕協会やYMCAの 内部か ら専門の リー ダーを数十名派遣 した ものの、あま りに も

多くのボラソテ ィア希望者が殺到 したため、到底捌 ききれなかった。そのため、あらか じめ給

水や物資運搬等の作業 ごとに希望する人員を登録 させ、必要な人数が集まるごとにチームを編

成 して、専門ボラソティアが指示を与えるとい う形式に切 り替えた。そ して、このような一般

参加者の中から、順次能力のある人を選び出 しては リーダーの仕事を任せた。 この方法は、活

動開始から1週 間程度で軌道に乗 った。 この間、大阪YMCA、 大阪 ボラソティア協会 などと
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ともに、後方支援の拠点とな り、救援物資の需給の整理のほか、ボラソテ ィアの教育、訓練な

どを行った。

日頃か らの関連団体 との連携は大きく役に立 った。YMCAは 、普段か ら、医療関係のボラ

ソテ ィア団体、点訳ボラソティア団体、法廷通訳の援助団体など、それぞれ専門的な活動に特

化 したボラソティア団体と連絡を もっている。そのため、震災時の救援においては、新たな必

要が生 じれば、これら経験や技能を有す るそれぞれの団体 と役割を分担 し、それぞれが持ち味

を生か し労力を軽減 しあう活動が可能であった。

震災以前からの状況と震災後の変化

震災以前の大阪YMCAの 状況として、イソタビューでは、団体が大 きくな りす ぎ、そのた

めに 「運動」 と 「事業」の対立が生 じたことが挙げ られた。大阪YMCAは 、予備校教職員な

ども含めるとスタッフ数は2,000人 を越える。YMCA本 来の 「運動」(本 来YMCAが 目的 とす

る地域に根ざした弱者支援活動)の みならず、 「事業」(組 織 自体を維持運営 してい くための、

予備校運営、駐車場経営など)に もかな りの比重を置かな くてはならないのである。

大震災は、組織 としてのYMCAの あ り方にも大 きな見直 しを迫 るものであった。そ もそ も

のYMCAの 目的である 「運動」の側面が、震災を契機 として大きく高揚 したのは間違いない。

またその一方、一種必要悪とも見える 「事業」の側面、あるいは組織が大きくな りすぎたとい

う側面を、肯定的に再評価するきっかけともなっている。

第1に 、良 くも悪 くも大手 ボラソティア団体であるYMCAは 、関連する種 々のボランティ

ア団体、特に小規模な団体や、地域 に根 ざした団体に、様 々な支援を提供 した り、連絡を取 り

合 うとい う関係にある。こういったネッ トワークの結節点となり、様々な小規模団体の活動を

支えてい くとい う役割を、YMCAは 積極的に担お うと している。 これ と関連 して、いわゆる

コーデ ィネーターの養成など、ボラソティアを支援 してい くボラソティアとしての役割 も、今

後の活動の主軸へと位置づけ られている。

第2に 、企業や行政 といった、全 く異なった分野の団体 との連携を深めようとしている。特

に企業との関係は、震災の数年前か ら深ま りつつあった。まず、経団連内部の社会貢献に関す

る学習会 「1%ク ラブ」が接点 とな り、相互の連絡が始 まった。その後、企業関係者、NGO

やNPOの スタッフ、マスコミ関係者など、雑多なメソバーによって 「市民公共楽団」 という

集ま りが結成 され、企業の社会貢献についての勉強会が開かれるなど交流が深まっていた。こ

の ような連携の動きは、震災後一層深まろうとしている。

またその一方で、大阪YMCAで は、震災時の体験を もとに、地域との関係を重視 し、地元

に根 ざした活動を改めて活性化 しようとしている。例えば地域の自治会、婦人会などと普段か

ら行動をともに し、 「ごく当た り前の人々が気楽に参加できるような活動」を 日常的に展開 し

ていくことが、今後の重要な方針 となっている。

9.西 宮友 の会 の事例(総 リーダーO氏 、震災対策 リーダーP氏)

友の会とは、i雑誌 「婦人之友」(1903年 、羽仁 もと子により創刊)の 愛読者がつ くっている

団体で、昭和5年 に発足 した。海外7を 含め、全国に194の 友の会があり、会員数約3万 人を

数える。家庭の変革が社会変革の第一歩であるとして、家庭生活の合理的改善を唱えた羽仁 も

と子の理念を継承 し、今も活発な活動を展開 している。近畿地方には16の 友の会があ り、被災

地では、西宮のほか、神戸に も友の会がある。各会は独 自に活動す るものの、全国組織 として

東京に中央部が置かれてお り、毎年全国大会も開催 されている。
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友の会各会の最小単位は、それぞれ4～12人 の メソバーで構成され、 日常的な活動を行 って

いる。定期的に集まって、衣食住や子育て、家計についての勉強会、情報交換、 「羽仁 もと子

著作集」の購読などを行 っている。また会員の多 くは、例えば長年にわた り、家計簿をつける

などの実践を続けて来た(そ のおかげで、被災後の生活設計を立てるのが容易だった、 という

声 も多い)。

また、講師を招いての講演会や外部向けの講習会、会内での研究発表会なども定期的に開催

されている。西宮、神戸とも、 「友の家」 とい う名称の、 ホール、学習室、調理施設などを備

えた建物を有 してお り、活動の際の拠点 として活用 されている。

震災直後からの経過

西宮友の家自体は、特に大きな被害はなかった。友の会 としての震災に関連する活動は、1

月19日 、友の会近畿部の中央委員が、状況把握のため西宮友の会を訪れた時点か ら始まる。近

畿部か らは》必要な物資を リス トアップ してほ しい、という申し出があった。当初は 「何をお

願い していいのかわからない」 とい う状況だった西宮友の会は、周囲か ら支援を受けるだけで

な く、 自らも救援=活動を積極的に展開していった。

西宮友の会として最初に行 ったのは、友の家の一部を避難所として開放す ることだった。大

きな被害を受けた周辺の住民が、次々と入れ替わ りながらも常時10人 前後滞在 し、非公認の避

難所として3月20日 まで継続 した。 この間会員は交代で宿直に当たった。

1月20日 以降、友の会の全国的なネ ットワークを通 して、救援物資が集まってきた。大量の

物資は、大阪の友の家を拠点として集積され、ここか ら西宮友の家へ運ばれた。食料、布団、

食器などの物資は、友の家や各拠点の会員宅で、近隣…住民に無料で配布 した。

被災後4日 目からは、友の家の電子 レソジなどが使用可能だったため、近隣への炊 き出しを

開始 した。さらに、炊き出しをロコミで聞いた別の避難所から依頼を受け、定期的な炊き出し

活動を展開 していく。2月6日 からは、近隣の小学校避難所で、毎週3日 間、200食 の夕食の

炊き出 しを行った。さらに2月20日 からは、会員が避難 していた芦屋の避難所で も炊き出しを

開始 した。か くして、週3回 、毎回500食 分の炊き出 しを、3月 下旬頃まで継続 して実施 した。

「普段の活動で勉強 していたことが、材料の分量や栄養バラソスなど見当をつけるのに役だっ

た」とのことである。また、これらの活動にあたっては、全国友の会からの資金援助などがあっ

て、物資のみならず資金の面で も、不自由を感 じることはなかったという。また、これ ら救援

活動により、 日頃の活動について、家族や周囲の人々の理解が深まるという効用 もあった。

2月 以降も物資の配布を行っていたが、3月 に入 り、仮設住宅などを訪問してのチャリティー

セールとい う形式に切 り替えて現在に至っている。 このセールでは、友の会会員が物資の運搬

や会計などを分担 し、収益は次回のセールに回 して、売 り上げの多い物品の購入などに充てて

いる。さらに、お茶やお菓子を出してお年寄 りと話をした り、常備菜を持参するなど、チャリ

ティから仮設住宅の訪問ケアへとその性格を変えて行きつつある。介護付 き仮設住宅で月1回

食事会を開 くなどの活動が継続されている。

行政との関係

西宮友の家は避難所となっていたが、被災直後の混乱期にあったため、行政と連絡を取るこ

とはできなかった。また、1月21日 、西宮市にボラソティア登録に行ったものの、その後 も連

絡がな く、非公認避難所のまま独 自に活動を続けた。その後、避難所と してさらに人員を収容

できるかどうかという問い合わせが市側か ら来たが、その時にはもはや、避難所 としては満杯

で対処できなかった。

その後、避難者の一人が仮設住宅に入居することになったのをきっかけとして、市の仮設住
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宅対策室を訪問 した。 このとき応接 した市職員から、 「市だけではできないこともあるか ら手

伝ってほ しい」 と要請 されたのがきっかけとなり、市との連携が始まった。

行政 としては、 「物資は全員に行 き渡 らないと不平等にな る」 という原則を遵守せ ざるを得

ないため、 このころ行政の物資集積所(西 宮体育館)に は、配布で きない物資が相当量死蔵さ

れていた。 これらの物資を直接配布するかわ りに、友の会に活用 してほ しい、とい う依頼を受

けた。 「私たちなら、ボラソティアだか ら、不平等と言われて も謝ればすむ」と考え、必 要 と

している人々にこれ らの物資を配布する作業を引き受けた。

謝辞:イ ソタビューに快 く応 じて下 さ り、貴重 な資料を提供 して下 さった、諸団体 ・組織の担当者 の方 々に、

心 よりお礼 申 し上げます。また、矢守克也先生(奈 良大学)、 杉万俊夫先生(京 都大学)、 ボラソテ ィア団体

「震災 ・活動記録室」(神 戸市長 田区)の 皆様 、実験社会心理学研究編集委員会 と審査者の方々に、この場を

借 りてお礼 申 し上げます。

Summary

Anumberofvolunteergroups,whichsprangupaftertheGreatHanshinEarthquaketohelp

victimsofthekillerearthquake,wer6sustainednotonlybyspontaneousvolunteerswhorushed

thereindividuallybutbymembersofestablishedorganizations.Theycamefromestablished

organizations,suchas(a)industrialorganizations,(b)semi-governmentalnon-profitfoundations,

and(c)non-governmentalorganizations.Togiveanoutlineofthemovement,andtoclarifythe

backgroundsofit,intensiveinterviewswereconductedwithparticipantsintheorganizedrelief

activities.Theresultsshowedthatansocialconditionwhichwasnecessarytotheeffective

volunteeractivitieshadbeenreadybeforetheearthquakeinJapan.




